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証券コード：9778

第61期  定 時 株 主 総 会

招 集
ご 通 知 開催日時 2019年５月24日（金曜日）午前10時

開催場所 鹿児島県鹿児島市加治屋町９番１号
当社本社ビル　３階会議室

議　　案
第１号議案　剰余金の処分の件

 

第２号議案　取締役（監査等委員である取
締役を除く）４名選任の件
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株 主 各 位 証券コード：9778
2019年５月９日

鹿児島市加治屋町９番１号
株式会社　　昴

代表取締役社長 西村　道子

第61期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第61期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数ながら
後記の株主総会参考書類をご検討の上、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2019年５月
23日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。よろしくお願い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 2019年５月24日（金曜日）午前10時

2 場　　所 鹿児島県鹿児島市加治屋町９番１号
当社本社ビル　３階会議室

3 会議の目的事項 報告事項 第61期（2018年３月１日から2019年２月28日まで）
事業報告の内容および計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

以　上

◦ 当日ご出席の際は、お手数ながら、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
◦ 本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット

上の当社ホームページにおいて周知させていただきます。
◦ 第61期定時株主総会招集ご通知より、日付の表示を和暦から西暦へ変更しております。

当社ホームページ（http://www.subaru-net.com）
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（添付書類）
事業報告（2018年３月１日から2019年２月28日まで）

1 会社の現況に関する事項
(1) 事業の経過およびその成果

当事業年度におけるわが国経済は、堅調な企業収益と雇用環境の改善により、緩やかな回復が継続し
ております。しかしながら、国内においては慢性的な人手不足が続いており、国外においても大国間の
貿易摩擦がなかなか解決しないなど景気の先行きは不透明な状況となっております。

当学習塾業界では、デジタル教育の急速な発展により、eラーニング市場も拡大しており事業セグメ
ントの多様化も進展しております。

このような状況下において、当社は地域に根差した独自路線を貫き、使命である第一志望校合格を実
現させ、生徒、保護者の満足度向上を図ってまいりました。特に経営地盤である鹿児島、宮崎における
圧倒的地域ナンバーワンの合格実績の構築に注力いたしました。

また企業競争力の向上のため労務環境、労働条件など社員の待遇改善にも取り組んでまいりました。
事業展開としては、マーケットの変化に応じて、最も重要な経営資源である人財の最適かつ効率的配

置によりサービスの質的向上のため、2018年3月に伊敷校、武岡校（鹿児島県鹿児島市）ならびに串木
野校（鹿児島県いちき串木野市）を近隣教室と統廃合いたしました。

生徒構成においては、前年期中の統廃合を含め５校舎を減じた影響で小学部および中学部においては
前年実績をやや下回りました。また東進衛星予備校を運営する高等部および個別指導部においては前年
実績を上回り堅調に推移いたしましたが小学部、中学部の減少分を補うまでには至りませんでした。

この結果、当事業年度の売上高は34億53百万円（前期比0.2％減）となり、統廃合による教室の運営
経費削減等により、営業利益3億35百万円（前期比25.2％増）、経常利益3億58百万円（前期比21.3%
増）となり、当期純利益は2億28百万円（前期比35.9%増）となりました。
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(2) 設備投資の状況
　当事業年度中に実施した設備投資の総額は79百万円であります。
　その主なものは、個別鴨池教室移転に伴う鴨池校改装4百万円ならびに城西校新築のための建設仮勘
定67百万円であります。

(3) 資金調達の状況
　特に記載すべき事項はありません。

(4) 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

(5) 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

(6) 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

(7) 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

(8) 対処すべき課題
　私どもが認識している当面の課題と中長期的な課題は次のとおりです。

①基本に徹して１００年企業
私ども株式会社　昴は、法人化してから今年で５４年目を迎えます。年月を経て社員も世代交代して

おり、基本の徹底が求められています。組織の末端まで当社の基本的考え方が浸透し、且つ受け継がれ
ていくように、また世界に通用する人財を育てるために、組織の強化と基本の徹底を図ってまいりま
す。

②職場環境の改善と基本の徹底
社員が働き甲斐をもって楽しく働ける職場環境を作り、また新たな人財の募集をする際にも魅力ある

企業となるよう、引き続き諸制度の見直し、環境改善を図ってまいります。

3

設備投資の状況、資金調達の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況、吸収合併また
は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況、他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得また
は処分の状況、対処すべき課題



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2019/04/22 19:52:05 / 18479514_株式会社昴_招集通知（Ｃ）

③採用活動の強化
慢性化する人手不足の労働環境のもと、人員確保が難しい状況が続いております。今後もしばらくは

採用が困難な時代が続くと予想されます。今後とも、他社との差別化を図り、アルバイト講師からの社
員化や採用媒体の多様化などにより、有為の人材確保に尽力してまいります。

④スクラップ＆ビルドの強化
当社が主に教室を展開している九州南部は、少子高齢化のスピードが速い地域です。そのため今後、

閉鎖・統合を要する教室が出てくることも予想されます。一方では、人の流れが変化している街や、人
口が増加している地域もありますので、移転や新規教室の展開などを積極的に進めてまいります。

⑤公立高校の定員割れ問題
当社が本社をおく鹿児島県においては、今春の公立高校入試競争率が2年連続で0.89と過去最低を記

録し、当社が展開する九州4県においても最も低い競争率となりました。
このような状況を解消するために、関係機関に対し、１クラスの定員を一律40人から柔軟に運用す

ることを働きかけていますが、残念ながら実現しておりません。国力の衰退を招くことがないよう、今
後も活動を続けてまいります。

当社はこのような時代にあっても、企業の継続のために、基本の徹底を進め、他社との差別化を図
り、地域や生徒・保護者のニーズを掘り起こし、皆様のご期待に添いたいと考えております。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますよう衷心よりお願い申しあ
げます。

4

対処すべき課題



2019/04/22 19:52:05 / 18479514_株式会社昴_招集通知（Ｃ）

(9) 財産および損益の状況の推移

区分 第58期
（2016年２月期）

第59期
（2017年２月期）

第60期
（2018年２月期）

第61期
（当期）

（2019年２月期）

売上高 (千円) 3,515,229 3,446,037 3,461,139 3,453,019
経常利益 (千円) 336,073 269,456 295,618 358,683
当期純利益 (千円) 155,725 30,623 167,917 228,126
１株当たり当期純利益 26円32銭 5円18銭 284円05銭 385円96銭
総資産 (千円) 7,019,018 6,823,680 6,907,244 6,713,845
純資産 (千円) 3,363,134 3,318,103 3,388,978 3,527,719
１株当たり純資産額 568円51銭 561円16銭 5,733円71銭 5,968円44銭

（注）1．売上高には消費税等は含まれておりません。
2．１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額は自己株式を控除して計算しております。
3．2017年９月１日付で普通株式について10株を１株の割合で株式併合を行っております。第60期の期首に当該株式併合が行

われたと仮定し、１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額を算定しております。なお、当該株式併合が第58期期首
に行われたと仮定した場合、各事業年度における１株当たり当期純利益および１株当たり純資産額は次のとおりです。

区分 第58期
（2016年２月期）

第59期
（2017年２月期）

第60期
（2018年２月期）

第61期
（当期）

（2019年２月期）

１株当たり当期純利益 263円22銭 51円78銭 284円05銭 385円96銭
１株当たり純資産額 5,685円12銭 5,611円56銭 5,733円71銭 5,968円44銭

(10) 主要な事業内容（2019年２月28日現在）

当社は、小学生と中学生を中心として、幼児から高校生を対象とした学習塾であります。
当社では真の人間を育成すべく、「感性を育み」、「人間にとって大切なことを学び」、「勉強は楽し
いものと分かり」、「自ら進んで学ぶ」教育を行っております。当然その結果として、志望校合格を果
たし、将来、真に世の中の役に立つ人間を育成するよう努力しております。

5
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(11) 事業所（2019年２月28日現在）

　本社　　鹿児島市加治屋町９－１

　教室
事業所形態 事業所数 県別

昴 48 鹿児島県
宮崎県

29校
10校

熊本県
福岡県

7校
2校

受験ラサール 4 鹿児島県
宮崎県

2校
1校

熊本県 1校

高等部
(東進衛星予備校) 5 鹿児島県

宮崎県
2校
3校

個別指導 10 鹿児島県
宮崎県

4校
1校

熊本県
福岡県

3校
2校

合計 67 鹿児島県
宮崎県

37校
15校

熊本県
福岡県

11校
4校

（注）2018年３月に昴伊敷校、武岡校および串木野校（鹿児島県）の３校を近隣教室と統合いたしました。

(12) 使用人の状況（2019年２月28日現在）

使用人数 前期末比増減
284名 2名減

(13) 主要な借入先の状況（2019年２月28日現在）

借入先 借入金残高
株式会社鹿児島銀行 1,094百万円

株式会社みずほ銀行 341

株式会社福岡銀行 87

株式会社肥後銀行 71

株式会社三井住友銀行 29

株式会社宮崎銀行 25

6
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2 会社の株式に関する事項（2019年２月28日現在）

① 発行可能株式総数 1,500,000株
② 発行済株式の総数 627,062株（自己株式66,514株を除く）
③ 株主数 769名（前期比38名増）
④ 大株主（上位11名）

株主名 持株数 持株比率
有限会社学友社 256,797株 40.95％

西村　秋 46,016 7.33

西村道子 38,991 6.21

資産管理サービス信託銀行株式会社 36,000 5.74

株式会社鹿児島銀行 31,041 4.95

株式会社南日本銀行 21,400 3.41

昴取引先持株会 17,166 2.73

昴社員持株会 10,923 1.74

佐藤兼義 10,100 1.61

株式会社宮崎銀行 9,000 1.43

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 9,000 1.43
（注）1．持株比率は、自己株式（66,514株）を控除して計算しております。

2．株式給付信託（J-ESOP）の導入に伴い、信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が当社株式を
36,000株所有しております。

3．当社は、自己株式を66,514株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

7

会社の株式に関する事項
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3 新株予約権等に関する事項
当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況（2019年２月28日現在）

　該当事項はありません。

4 会社役員に関する事項
(1) 取締役の状況（2019年２月28日現在）

地位 氏名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 西　村　道　子 有限会社学友社取締役

代表取締役副社長 西　村　　　秋 有限会社学友社代表取締役

取締役 毛　利　寿　男 教務本部長

取締役 立　山　政　俊 管理本部長兼管理部長

取締役（監査等委員） 柴　垣　悦　朗 常勤監査等委員

取締役（監査等委員） 宮　川　秀　樹 宮川公認会計士事務所代表者

取締役（監査等委員） 末　永　　　隆 株式会社九州経済研究所常務取締役
（注）1．取締役（監査等委員）３名全員は社外取締役であります｡

2．取締役（監査等委員）柴垣悦朗氏は銀行系人材管理会社において直接企業経営に関与され、さらに経営者として銀行実務に携
わられた経験から、監査等委員としての職務を適切に遂行していただけるものと判断いたしております。

3．取締役（監査等委員）宮川秀樹氏は公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しておりま
す。

4．取締役（監査等委員）末永隆氏は銀行系シンクタンクにおいて直接企業経営に関与され、さらに銀行実務に長年携わられた経
験から、金融に関して相当程度の知見を有しております。

　 なお、同氏は2019年4月1日付で株式会社九州経済研究所の取締役を辞任し、同社の常務執行役員に就任いたしました。
5．当社と宮川公認会計士事務所および株式会社九州経済研究所との間には重要な取引関係はありません。
6．内部監査部門等との連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機能の強化のために常勤の監査等委員を置いております。
7．当社は、宮川秀樹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を
限定する契約を締結しております。
　当社の各社外取締役は、会社法第423条第１項の責任につき、同法第425条第１項に規定する最低責任
限度額をもって、損害賠償責任の限度としております。

8
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(3) 社外役員に関する事項

区分 氏名 他の法人等での
社外役員の兼任状況 当社での主な活動内容

取締役
（監査等委員・常勤） 柴　垣　悦　朗 ―

当事業年度に開催された取締役会14回全
て、また監査等委員会13回全てに出席し、
企業経営の経験を活かし、適宜発言を行っ
ております。

取締役
（監査等委員） 宮　川　秀　樹 宮川公認会計士事務所

代表者

当事業年度に開催された取締役会14回全
て、また監査等委員会13回全てに出席し
て、主に公認会計士としての専門的見地か
ら適宜発言を行っております。

取締役
（監査等委員） 末　永　　　隆

株式会社
九州経済研究所

常務取締役

当事業年度に開催された取締役会14回全
て、また監査等委員会13回全てに出席し
て、主に長年にわたる金融業界での経験と
経営から独立した客観的立場から適宜発言
を行っております。

（注）当社と宮川公認会計士事務所および株式会社九州経済研究所との間には重要な取引関係はありません。

(4) 取締役の報酬等の総額
区分 支給人員 報酬等の額

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

４名
（－名）

58,800千円
（－千円）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
（３名）

7,200千円
（7,200千円）

合計
（うち社外役員）

７名
（３名）

66,000千円
（7,200千円）

（注）1.取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
 

2.取締役の報酬等限度額は、2016年５月25日開催の第58期定時株主総会において取締役（監査等委員を除く）年額１億円以内
（ただし、使用人分給与は含まない）、取締役（監査等委員）年額２千万円以内と決議いただいております。

3.上記のほか、使用人兼務役員の使用人としての職務に対する報酬として、13,200千円支給しております。
 

4.当社は、2006年５月25日開催の第48期定時株主総会終結の時をもって取締役および監査役の役員退職慰労金制度を廃止し、
同株主総会終結後引き続いて在任する取締役および監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対する退職慰
労金を各氏の退任時に贈呈することを決議いたしております。

9
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5 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　監査法人かごしま会計プロフェッション

(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社定款においては、会計監査人の会社法第423条第１項の責任について、善意かつ重過失がないとき
は一定の限度を設ける契約を締結することができる旨を定めておりますが、現時点では会計監査人との間
で責任限定契約を締結しておりません。

(3) 当社の当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 12,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 12,000千円
（注）1．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査契約の内

容および会計監査の職務遂行状況を確認し、報酬額の見積額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第
399条第１項の同意を得ています。

2．当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対す
る報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条第１項に規定する業務
に基づく報酬にはこれらの合計額を記載しております。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、株主総
会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　また、監査等委員会は会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場合、監査等委員会が選定した監
査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報
告いたします。

10

会計監査人に関する事項
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6 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
(1) 取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための

体制その他業務の適正を確保するための体制
　コンプライアンス体制に係る規程を定め、取締役、使用人に法令、定款および社会規範の遵守を徹底す
るためのコンプライアンス委員会を内部監査室において設置し、社内における強固なコンプライアンス体
制を構築し、継続してその質の向上を推進する。
　内部監査室長は、各部門の業務執行、コンプライアンスの状況について監査を実施し、コンプライアン
ス委員会においてその結果を報告する。
　また、法令違反などの疑義が生ずる行為などについての内部報告体制として、内部通報制度を整備する。

(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　取締役の職務執行に係る情報は、「文書取扱規程」をはじめとする社内規程に基づき、文書または電磁
的媒体に記録し、適切に保存、管理し、必要に応じて運用状況を検証のうえ、適宜規定などの見直しを行
う。
　なお、取締役および監査等委員はこれらの文書などを常時閲覧可能とする。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理に係る規程を制定し、各部門の担当業務に付随するリスクに関して、当該部門において情報
を共有し、ガイドライン、マニュアルを整備したうえで、全社横断的にリスク情報を監視する。
　代表取締役社長は、経営に重大な影響を及ぼすリスクとして判断したときは、内部監査室を中心とした
危機管理チームを組織し、迅速かつ組織的対応を行い、損失を最小限に抑える体制を整える。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制
　定例取締役会を月１回開催し、重要事項の決定、経営方針書に基づく経営状況の管理および取締役の業
務執行状況の監督を行う。
　業務執行においては、取締役会規程に定める付議事項について、精査された資料を準備し、取締役会に
付議する。
　通常業務の遂行については、職務分掌規程、職務権限規程などに基づき、可能な範囲において業務上の
権限を委譲し、各範疇に係る責任者が業務を遂行する。

11

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
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(5) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項

　監査等委員の求めにより、職務を補助する使用人として適切な人材を配置し、監査業務に必要な指揮命
令を受ける。

(6) 監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査等委員会の求めにより、監査等委員の職務を補助すべき使用人の任命を受けた使用人は監査等委員
以外からの指揮命令は受けない。当該使用人の異動および人事考課は監査等委員が行い、人事異動は監査
等委員と取締役が協議する。

(7) 取締役および使用人が監査等委員会に報告するための体制その他の監査等委員会
への報告に関する体制

　取締役および使用人は、監査等委員会に対して、コンプライアンスに関する事項に加え、重大な影響を
及ぼすリスクに関する事項、内部監査の実施状況、内部通報制度を通じた報告の状況およびその内容、そ
の他の監査等委員会が職務遂行上、必要があると判断した事項について、誠実に速やかに報告を行う。

(8) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は必要に応じ、取締役会をはじめとする重要な会議に出席し、必要な報告、勧告を行う。
　また、代表取締役社長と定期的に相互の意見交換を実施する。

(9) 反社会的勢力排除に向けた体制
　当社は、「企業行動憲章」において、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対し、
毅然とした態度で臨み、一切の関係を遮断することを定め、不当要求等に対しては、顧問弁護士、警察等
の外部機関と連携し、組織的な対応を行う。

12

業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項
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7 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 毎月開催する定例取締役会において、法令等で定められた事項や経営方針、予算策定など経営に関す

る重要事項を決定し、月次業績、予算差異の分析、対策を協議し、法令、定款等の適合性、業務の適
正性を確保し、内部統制システムの実効性を向上させております。

② 監査等委員は取締役会等の重要な会議に出席し業務執行の状況、コンプライアンスに関するリスクを
監視できる体制を整備し、さらに内部監査の定期的実施により、法令、定款および社内規程等の遵守
の状況を検証いたしました。

8 会社の支配に関する基本方針
　当社では、会社の財産および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を特に定めてお
りません。
　一方で、株式の大量取得行為のうち、当社の企業価値および株主共同の利益に資さないものについては
適切な対応が必要と考えております。
　今後の法制度や社会動向を見極めながら検討を行ってまいります。

9 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益配分は、株主に対する利益還元を経営の重要政策のひとつと位置づけ、配当原資確保のための収益
力を強化し、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。
　このような方針に基づき、当期末におきましては１株当たり120円の配当を予定しております。内部留
保金につきましては、財務体質の強化と今後の事業拡大のために有効活用してまいります。

13

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、剰余金の配当等の決定に関する方針
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貸借対照表（2019年２月28日現在） (単位：千円、単位未満切捨)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産

現金及び預金
営業未収入金
有価証券
教材
貯蔵品
前払費用
繰延税金資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物
構築物
器具備品
土地
リース資産
建設仮勘定

無形固定資産
電話加入権
リース資産
ソフトウェア仮勘定

投資その他の資産
投資有価証券
出資金
長期前払費用
繰延税金資産
投資不動産
保険積立金
敷金及び保証金

319,406
158,514

8,824
1,589

41,010
761

52,083
54,064
2,917
△360

6,394,438
5,479,545
1,845,477

18,175
30,049

3,509,695
8,314

67,833
14,632

223
5,934
8,474

900,260
225,905

10
10,447

286,267
277,333

7,375
92,921

負債の部
流動負債 1,230,972

買掛金 39,433
１年内返済予定の長期借入金 604,558
リース債務 6,043
未払金 93,241
未払費用 53,284
未払法人税等 113,765
未払消費税等 50,023
前受金 114,718
預り金 19,291
前受収益 1,860
賞与引当金 82,882
ポイント引当金 24,677
その他 27,192

固定負債 1,955,153
長期借入金 1,044,679
リース債務 8,205
退職給付引当金 737,838
株式給付引当金 50,235
長期未払金 92,772
長期預り敷金保証金 19,200
その他 2,222

負債合計 3,186,126
純資産の部
株主資本

資本金 990,750
資本剰余金

資本準備金 971,690
資本剰余金合計 971,690

利益剰余金
利益準備金 107,802
その他利益剰余金 1,978,602

別途積立金 1,153,000
繰越利益剰余金 825,602
利益剰余金合計 2,086,404

自己株式 △515,537
株主資本合計 3,533,307

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 △5,587

評価・換算差額等合計 △5,587
純資産合計 3,527,719

資産合計 6,713,845 負債および純資産合計 6,713,845

14

貸借対照表



2019/04/22 19:52:05 / 18479514_株式会社昴_招集通知（Ｃ）

損益計算書（2018年３月１日から2019年２月28日まで） (単位：千円、単位未満切捨)

科目 金額

売上高 3,453,019
売上原価 2,576,773

売上総利益 876,246
販売費及び一般管理費 540,481

営業利益 335,765
営業外収益

受取利息 9
有価証券利息 4,009
受取配当金 1,906
受取家賃 18,220
受取手数料 10,165
その他 2,590 36,901

営業外費用
支払利息 4,774
租税公課 4,785
減価償却費 4,041
その他 381 13,983
経常利益 358,683

特別利益
受取保険金 1,307 1,307

特別損失
固定資産売却損 9,912
固定資産除却損 884
減損損失 18,797
災害による損失 707 30,302
税引前当期純利益 329,688
法人税、住民税及び事業税 114,270
法人税等調整額 △12,708 101,562
当期純利益 228,126

15

損益計算書
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株主資本等変動計算書（2018年３月１日から2019年２月28日まで）(単位：千円、単位未満切捨)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,153,000 672,723 1,933,525

当期変動額

剰余金の配当 △75,247 △75,247

当期純利益 228,126 228,126
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － 152,878 152,878

当期末残高 990,750 971,690 971,690 107,802 1,153,000 825,602 2,086,404

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 △515,537 3,380,428 8,550 8,550 3,388,978

当期変動額

剰余金の配当 △75,247 △75,247

当期純利益 228,126 228,126
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △14,138 △14,138 △14,138

当期変動額合計 152,878 △14,138 △14,138 138,740

当期末残高 △515,537 3,533,307 △5,587 △5,587 3,527,719
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個別注記表（2018年３月１日から2019年２月28日まで）

〔重要な会計方針に係る注記〕
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 教材 総平均法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

(2) 貯蔵品 個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）

３．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）建物（建物附属設備を含む）は定額法、その他の有形固定資産については定

率法
ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 13～49年
構築物 3～30年
器具備品 2～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）定額法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づいております。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(4) 長期前払費用 定額法
(5) 投資不動産 建物（建物附属設備を含む）は定額法、その他の投資不動産については定率

法
ただし、2016年４月１日以降に取得した構築物については定額法を採用し
ております。

４．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) ポイント引当金
生徒に付与したポイントの将来の使用に備えるため、当事業年度末における将来使用見込額を計上しております。
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(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期間
定額基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定
額法により費用処理しております。

(5) 株式給付引当金
株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に
基づき計上しております。

５．売上高の計上基準
月謝収入及び季節講習収入は、受講期間に対応して計上し、入会金収入は入会時の属する事業年度の収益として計
上しております。また、教材収入は教材提供該当月に計上しております。

６．消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

〔貸借対照表に関する注記〕
１．担保に供している資産

担保に供している資産は次のとおりであります。
建物 1,085,995千円
土地 2,301,818千円
投資不動産 275,667千円
合計 3,663,480千円
上記に対応する債務は次のとおりであります。
１年内返済予定の長期借入金 525,388千円
長期借入金 1,007,196千円
合計 1,532,584千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 3,966,461千円
３．投資不動産の減価償却累計額 23,505千円
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〔損益計算書に関する注記〕
減損損失

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
                                                       (単位：千円)

地域 建物等 器具備品 合計
鹿児島市外地区 18,646 150 18,797
合計 18,646 150 18,797

当社は、キャッシュ・フローを生みだす最小単位である教室を基本単位として、また遊休資産等については物件単
位毎にグルーピングしております。
営業活動から生ずる損益が継続してマイナスである教室について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少
額を減損損失（18,797千円）として特別損失に計上いたしました。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値については将来キャッシュ・フロ
ーを3.0％で割り引いて計算しております。

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当事業年度期首株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末株式数（株） 摘要
発行済株式

普通株式 693,576 ― ― 693,576
合計 693,576 ― ― 693,576

自己株式 （注）
普通株式 102,514 ― ― 102,514

合計 102,514 ― ― 102,514
（注）自己株式の株式数にはESOP信託口が保有する当社株式（当事業年度末36,000株）が含まれております。

２．剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2018年５月23日
定時株主総会 普通株式 75,247千円 120円00銭 2018年２月28日 2018年５月24日

（注）1．2018年５月23日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託口が保有する当社の株式に対する配当金4,320
千円が含まれております。

2．2018年２月28日を基準日とする１株当たり配当額については、2017年９月１日付での株式併合後の金額を記載しておりま
す。
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(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
決議 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2019年５月24日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 75,247千円 120円00銭 2019年２月28日 2019年５月27日

（注）2019年５月24日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、ESOP信託口が保有する当社の株式に対する配当金4,320
千円が含まれております。

〔税効果会計に関する注記〕
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
未払事業税 7,273千円
未払事業所税 5,187千円
賞与引当金 25,279千円
ポイント引当金 7,526千円
その他 8,803千円

54,069千円
繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 225,040千円
株式給付引当金 15,321千円
減損損失 531,550千円
長期未払金 28,295千円
その他有価証券評価差額金 2,457千円
その他 1,030千円

803,697千円
繰延税金資産の小計 857,767千円
評価性引当額 △517,429千円
繰延税金資産の合計 340,337千円
繰延税金負債（流動）

その他有価証券評価差額金 △5千円
繰延税金負債の合計 △5千円
繰延税金資産の純額 340,331千円

〔リースにより使用する固定資産に関する注記〕
貸借対照表に計上した固定資産のほか、リースにより使用している固定資産として事務用機器、防犯機器等がありま
す。
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〔金融商品に関する注記〕
１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社は、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達し
ております。なお、デリバティブは、現在行っておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である営業未収入金は、ほとんどが個人宛のものであり、入金期日についても概ね１ヶ月以内に回収さ
れるものであるため、顧客の信用リスクについては限定的であります。また当該リスクに関しましては、当社の
社内規程に則り、顧客ごとに期日管理及び残高管理を行っております。
有価証券及び投資有価証券は、主に株式、ＭＭＦ、債券及び投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒されて
おりますが、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し保有状況を継続的に見直しております。
敷金及び保証金は、主に事業所建物の賃貸借契約によるものであります。その差入先に対する信用リスクについ
ては、賃貸借契約締結前に信用状況を調査・把握する体制としております。
営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどの支払期日が１ヶ月以内であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資本調達を目的としたものであります。
長期借入金は主に設備投資に係る資本調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最長で５年以内であり
ます。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に教材に係る印刷機及び販売管理システムであり、償
還日は決算日後、最長で５年以内であります。
未払法人税等の支払期日は１年以内であります。これらの営業債務などの流動負債は、その決済時において流動
性リスクに晒されますが、毎月の資金繰計画を見直すなどの方法により、リスクを回避しております。

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ
ております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することによ
り、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2019年２月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、
時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。（（注）2．参照）

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
(1) 現金及び預金 158,514 158,514 ―
(2) 営業未収入金 8,824

貸倒引当金（※1） △323
8,500 8,500 ―

(3) 有価証券 1,589 1,589 ―
(4) 投資有価証券 225,905 225,905 ―

資産計 394,510 394,510 ―
(1) 買掛金 39,433 39,433 ―
(2) 未払金 93,241 93,241 ―
(3) 未払法人税等 113,765 113,765 ―
(4) 未払消費税等 50,023 50,023 ―
(5) 長期借入金（※2） 1,649,237 1,649,691 454
(6) リース債務（※3） 14,249 14,211 △37

負債計 1,959,950 1,960,366 416
（※1）営業未収入金に係る貸倒引当金を控除しております。
（※2）１年内返済予定の長期借入金604,558千円を含めて記載しております。
（※3）短期のリース債務6,043千円を含めて記載しております。
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（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに投資有価証券に関する事項
資　産
(1) 現金及び預金、(2) 営業未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(3) 有価証券、(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格等によっており
ます。また、ＭＭＦについては、短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいといえることか
ら、当該帳簿価額によっております。

負　債
(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払法人税等、(4) 未払消費税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

(5) 長期借入金
長期借入金の時価については、固定金利による借入金は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ
れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利による借入金は、短期間で市場金利を反映し、当社
の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額
によっております。

(6) リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリースを行った場合に想定される利率で割り引いた現
在価値により算定しております。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額
（千円）

敷金及び保証金（※1） 92,921
長期未払金（※2） 92,772

（※1）敷金及び保証金については、残存期間を特定できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、本表には
含めておりません。

（※2）長期未払金については、支払時期が未定であり、時価を把握することが極めて困難と認められるため、本表には含め
ておりません。

3．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 158,514 ― ― ―
営業未収入金 8,824 ― ― ―
投資有価証券
その他有価証券のうち
満期があるもの 29,538 25,271 ― 100,510

合計 196,877 25,271 ― 100,510
（注）敷金及び保証金については残存期間を合理的に見込むことができないため本表には含めておりません。

4．リース債務の決算日後の返済予定額

区分 １年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

リース債務 6,043 4,419 2,566 1,163 56 ―
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〔持分法損益等に関する注記〕
該当事項はありません。

〔賃貸等不動産に関する注記〕
当社では、鹿児島県及び熊本県において、賃貸用店舗（土地を含む）及び遊休不動産を有しております。当事業年度
における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は13,524千円（賃貸収益は営業外収益、賃貸費用は営業外費用に計上）
であります。
また当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は次のとおりであります。

貸借対照表計上額（千円） 当事業年度末の時価
（千円）当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

346,209 △1,491 344,718 249,439
（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

2．当事業年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費によるものであります。
3．時価の算定方法

主として固定資産税評価額を基準に自社で算定しております。

〔１株当たり情報に関する注記〕
１.  １株当たり純資産額 5,968円44銭
２.  １株当たり当期純利益 385円96銭

〔重要な後発事象に関する注記〕
該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年４月９日

株式会社　昴
　取締役会　御中

監査法人かごしま会計プロフェッション
指　定　社　員 公認会計士 本　田　親　文 ㊞業 務 執 行 社 員
指　定　社　員 公認会計士 森　　　毅　憲 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社昴の2018年３月１日から2019年２月28日までの第
61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書
について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基
準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計
画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評
価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連す
る内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの
評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと
認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2018年３月１日から2019年２月28日までの第61期事業年度における取締役の職務の執行について監査
いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に
基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役
及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告

の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人監査法人かごしま会計プロフェッションの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年４月11日

　　株式会社　昴　監査等委員会

常勤監査等委員 柴　垣　悦　朗 ㊞
監 査 等 委 員 宮　川　秀　樹 ㊞
監 査 等 委 員 末　永　　　隆 ㊞

（注）監査等委員柴垣悦朗、宮川秀樹及び末永隆は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

1．期末配当に関する事項
　当社は経営基盤の安定を図りつつ、継続的かつ安定的な配当を行うことを基本方針としております。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開および当社を取り巻く環境などを勘
案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
およびその総額

当社普通株式１株につき金　120円
配当総額 　　　　75,247,440円

剰余金の配当が効力を生じる日 2019年５月27日

26
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

　当社の現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ）４名は、本総会終
結の時をもって全員任期満了となります。つきましては、あらためて取締役４名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案に関して、監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございませんでした。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

1
再 任

に し

西
む ら

村　
み ち

道
こ

子
（1942年２月６日）

1973年10月 有限会社教学社鶴丸予備校
（現 株式会社昴）取締役に就任

38,991株

1991年 2月 当社常務取締役
1991年10月 当社専務取締役
1991年12月 当社代表取締役専務
2002年 3月 当社代表取締役専務 教務本部長
2003年 5月 当社代表取締役副社長
2006年 3月 当社代表取締役社長（現任）
<重要な兼職の状況>

有限会社学友社　取締役

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

2
再 任

に し

西
む ら

村　
あ き

秋
（1967年１月24日）

2001年 1月 有限会社学友社取締役

46,016株

2005年 3月 当社入社内部監査室長
2006年 5月 当社取締役内部監査室長
2007年 9月 当社取締役人事総務部長
2010年 2月 当社取締役人事総務部長

教務部広告宣伝担当部長
2014年 5月 当社代表取締役副社長（現任）
<重要な兼職の状況>

有限会社学友社　代表取締役
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候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

3
再 任

も う

毛
り

利　
ひ さ

寿
お

男
（1951年７月３日）

1979年 5月 有限会社鶴丸予備校
（現 株式会社昴）入社

1,225株
2004年 3月 当社教務統轄部長
2005年 3月 当社教務部長
2006年 5月 当社取締役教務部長
2017年 9月 当社取締役教務本部長（現任）

候補者番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位および担当（重要な兼職の状況） 所有する当社の株式数

4
再 任

た ち

立
や ま

山　
ま さ

政
と し

俊
（1955年２月10日）

1977年 4月 株式会社鹿児島銀行入行

400株

2006年 8月 株式会社鹿児島銀行総務部長
2009年 6月 鹿児島共同倉庫株式会社

取締役総務部長
2015年 5月 当社入社管理部長
2016年 5月 当社取締役管理部長
2017年 9月 当社取締役管理本部長

兼管理部長（現任）

（注）各取締役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以上
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総 会 会 場 ご 案 内 図

九州新幹線

ＪＲ至熊本
鹿児島中央駅

至宮崎

受験ラサール
加治屋

至国道３号線
鹿児島北インター

維新
ふるさと館

イオン

日銀
鹿児島支店

県立
甲南
高校

鹿児島大学 高 麗 橋 加治屋町

加治屋町
電停

県立
中央
高校

本　社

高 見 馬 場

鹿児島
中央署

甲 

突 

川
ナ 

ポ 

リ 

通 
り

会場
当社本社ビル　３階会議室
鹿児島県鹿児島市加治屋町９番１号　電話　099（227）－9500

交通
J R 鹿児島中央駅より徒歩15分
市 電 加治屋町電停より徒歩５分

駐車場が手狭のため、お車でのご来場はご遠慮願います。

裏表紙




